
建築基準法第51条に基づく
産業廃棄物処理施設の設置

議第1345号
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■建築基準法第51条について

・卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場
その他政令で定める処理施設※の用途に供する建築物は、
都市計画においてその敷地の位置が決定しているもの
でなければ、新築し、又は増築してはならない

・ただし、特定行政庁が都市計画審議会の議を経てその敷地
の位置が都市計画上支障がないと認めて許可した場合又は
政令で定める規模の範囲内において新築し、若しくは増築
する場合においては、この限りでない

※一般廃棄物処理施設(廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条)

産業廃棄物処理施設(廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条)等
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※本市の運用
・市が設置する卸売市場、火葬場、ごみ焼却場 →通常、都市計画に定める
・民間事業者が設置する廃棄物処理施設 →建築基準法第51条で対応



■処理施設の設置に係る流れ
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※廃掃法 : 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
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■ 周辺環境

■ 道路・交通等

■ 住民説明

■ 立地

※詳細は、「建築基準法第51条に基づく産業廃棄物又は
一般廃棄物の処理施設に関する許可基準」を参照
（平成18年４月１日 横浜市制定）

■建築基準法第51条許可基準 4



■案件概要

建築基準法第51条に基づく産業廃棄物処理施設の設置

運営主体：株式会社キタジマ
工場名称：新駒岡リサイクルセンター
施設概要：廃棄物中間処理施設
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種 類 用途地域 位 置

産業廃棄物処理施設 工業地域
横浜市鶴見区

駒岡二丁目660番１外３筆

※取扱廃棄物
廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、金属くず、
ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず、がれき類



■経緯

平成31年２月
廃掃法に基づく許可を得て産業廃棄物処理施設を設置
【建築基準法第51条の許可対象処理能力以下】

令和３年12月予定
稼働時間を３時間延長（８時～20時）
【建築基準法第51条の許可対象処理能力を超える】

令和元年８月
操業を開始 稼働時間９時間（８時～17時）
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許可対象処理施設 許可対象
処理能力

（工業・工業専用地域）

処理能力
（計画）

（処理方式） （品目）

破砕 廃プラスチック類 ６ｔ/日超 7.39ｔ/日

【許可内容】

・稼働時間の変更に伴い、処理能力がこれまでの5.54ｔ/日
から7.39ｔ/日へ変更となる。

建築基準法第51条の許可が必要
（産業廃棄物処理施設の設置）

■建築基準法第51条の適用 7

許可対象処理能力（６ｔ/日）を超える



申請地

川崎町田線

約300m

■位置図

鶴見区
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約400m

環状２号線

凡 例

都市計画道路

鶴見区

区境

港北区



■航空写真

令和３年１月撮影
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申請地



■周辺状況 10
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凡 例

■施設概要（配置図） 11
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■施設概要（処理フロー） 12
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凡 例

■施設概要（平面図、処理施設） 13
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■ 周辺環境

■ 道路・交通等

■ 住民説明

■ 立地

※詳細は、「建築基準法第51条に基づく産業廃棄物又は
一般廃棄物の処理施設に関する許可基準」を参照
（平成18年４月１日 横浜市制定）

■建築基準法第51条許可基準 14



・住居系又は商業系の用途地域には建築しない。

・準工業地域又は市街化調整区域に建築する場合は、
風致地区、地区計画、建築協定が指定されていない地区
（区域）とする。

■建築基準法第51条許可基準【立地】

・工業地域又は工業専用地域に建築することを基本とする。
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凡 例
工業地域

■用途地域【立地】 16

申請地

川崎町田線

環状２号線



■ 周辺環境

■ 道路・交通等

■ 住民説明

■ 立地

※詳細は、「建築基準法第51条に基づく産業廃棄物又は
一般廃棄物の処理施設に関する許可基準」を参照
（平成18年４月１日 横浜市制定）

■建築基準法第51条許可基準 17



・処理施設から幹線道路に至る間の道路は、搬出入車両が安
全にすれ違うことができる幅員※を有すること。

・処理施設の周辺道路の交通に支障が生じないよう、対策を
講じること。

※搬出入車両が大型車：6.5ｍ以上
小型車：5.0ｍ以上

■建築基準法第51条許可基準【道路、交通等】 18



■道路状況【道路、交通等】 19
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川崎町田線（川崎・鶴見方面）
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市道綱島第243号線

市道新吉田第391号線

川崎町田線

環状２号線



凡 例

搬入ルート

搬出ルート

申請地

（交通量 6,015台/日）
交通量調査地点

■搬出入ルート【道路、交通等】

発生交通量（往復）

16 → 22台/日

搬出入車両

搬入 ６→８台/日

搬出 ２→３台/日

合計 ８→11台/日
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市道新吉田第391号線
(幅員8.8m～26.26m)

市道綱島第243号線
(幅員6.8m～10.69m)

川崎町田線

環状２号線
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出庫灯
凡 例

建築物

申請地

搬入ルート

搬出ルート

■搬出入車両 【道路、交通等】 21

工場棟

事務所棟



■ 周辺環境

■ 道路・交通等

■ 住民説明

■ 立地

※詳細は、「建築基準法第51条に基づく産業廃棄物又は
一般廃棄物の処理施設に関する許可基準」を参照
（平成18年４月１日 横浜市制定）

■建築基準法第51条許可基準 22



・内陸部に処理施設を建築する場合は、原則として学校、
病院等に近接しないこと。

特に、100ｍ以内に学校、病院等※１がある場合は、これら
に著しい影響※２を与えないよう、十分な対策※３を講じるこ
と。

■建築基準法第51条許可基準【周辺環境】

※１ 学校、病院、診療所、児童福祉施設若しくは老人福祉施設又は
住居系の用途地域内の住宅

※２ 処理施設に起因する騒音、振動又は悪臭
※３ 学校、病院等の敷地境界線において、横浜市生活環境の保全等に

関する条例に基づく住居地域の基準を満たす対策
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■周辺環境【周辺環境】

申請地周辺100ｍ以内について

⇒ 保育園あり

100ｍ
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保育園

1

1

凡 例

学校,病院等

申請地



地 点 市条例に基づく規制基準 計画施設による工場騒音

敷地境界
における
最大地点

昼間（８時～18時） 70 dB 64.3 dB

夜間（18時～23時） 65 dB 61.4 dB

学校、病院等の
敷地境界地点

住居地域 50 dB 47.4 dB

■生活環境影響調査（騒音・振動・悪臭）【周辺環境】

騒音

関係法令：騒音規制法、横浜市生活環境の保全等に関する条例

調査結果 ⇒ 全て対策を講じており基準値未満

地 点 市条例に基づく規制基準 計画施設による工場振動

敷地境界
における
最大地点

昼間（８時～19時） 70 dB 49.7 dB

夜間（19時～翌８時） 60 dB 49.6 dB
学校、病院等の
敷地境界地点

住居地域 55 dB 55dB以下

関係法令：振動規制法、横浜市生活環境の保全等に関する条例

悪臭の発生を伴う廃棄物ではないため、悪臭の影響はありません。

関係法令：悪臭防止法、横浜市生活環境の保全等に関する条例

振動

悪臭
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■ 周辺環境

■ 道路・交通等

■ 住民説明

■ 立地

※詳細は、「建築基準法第51条に基づく産業廃棄物又は
一般廃棄物の処理施設に関する許可基準」を参照
（平成18年４月１日 横浜市制定）

■建築基準法第51条許可基準 26



・周辺住民等※に建築計画の内容を説明し、理解を得るよう
努めること。

※（1） 幅員15ｍ以上の幹線道路に至るまでの道路沿道住民等で組織する
自治会等の団体

（2） 隣接する敷地又は建築物の所有者又は管理者
（3） 処理施設から100ｍ以内の学校、病院等の所有者又は管理者

■建築基準法第51条許可基準【住民説明】 27



凡 例

■周辺住民等への説明【住民説明】 28

申請地

駒岡中町会

駒岡上町会

樽町町内会

師岡表谷町内会

都市計画道路

周辺住民等への説明

(令和３年５月実施）

⇒ 反対意見なし

川崎町田線

環状２号線

鶴見区港北区



凡 例

■周辺住民等への説明【住民説明】

周辺住民等への説明

(令和３年５月実施）

⇒ 反対意見なし

隣接地
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100ｍ

保育園

申請地

学校,病院等



■立地
工業地域に立地し、工業の利便を害する施設ではないこと。

■道路、交通等
幹線道路に至る間の道路は十分な幅員を有しており、かつ、

施設への出入口には出庫灯を設けるなど、周辺道路の交通に支
障が生じないよう対策を講じていること。

■周辺環境
騒音・振動の発生源に対して、十分な対策により条例の基準

値未満であること。
■住民説明

隣接住民、隣接事業者及び周辺自治会等に事業内容を説明し
反対意見がないこと。

■本案件に対する本市の評価

敷地の位置は、都市計画上支障はない敷地の位置は、都市計画上支障はない

以上の理由により、
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